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「とっとりワークプレイス」の公募等について 
 

令和３年３月２日 
立 地 戦 略 課 

 
 令和２年度１月補正予算に計上した「とっとりワークプレイス整備支援事業」について、以下のとお

り整備対象となる「とっとりワークプレイス（＝テレワーク拠点）」の公募等を行う予定としています。 
 
１ 「とっとりワークプレイス」対象施設の公募等 

県内の民間事業者による既存施設等のテレワーク拠点への改修費用を支援する。 

（支援対象） 県内３拠点  （補助率）２／３  （補助上限額）３０，０００千円 

（募集期間） 令和３年３月３日（水）～４月１２日（月） 

（事業完了） 原則として令和３年１２月３１日までに支出も含めて完了すること。 

（事業者の決定） 商工団体、産業振興・移住定住関係部局等による検討会の評価・意見・助言等
を踏まえて商工労働部長が決定する。（５月初旬を予定） 

  
（１）施設の要件 民間所有施設を民間事業者が改修・運営する形態とする。 

ア 規模等 ・入居又は利用のための居室等の収容人数が２０人超であること。 
・建築基準法の耐震基準を満たしていること。 

イ 居室等 ・居室が５区画以上、共用空間（コワーキングスペース）が１カ所以上あること。 
 
（２）施設全体のテーマ・コンセプト 

応募に際しては、施設全体のテーマ・コンセプトを提案するものとする。テーマ・コンセプト
は地域の課題、強みなどを参考に設定し、入居又は利用者の確保、地域の各主体と共同でのビジ
ネス展開等に活かしていく。 

・地域の課題・強みの例 （東部圏域）「美しい星空環境の活用」 
            （中部圏域）「デザイン・ポップカルチャー環境の展開」 
            （西部圏域）「インバウンド需要の回復と新展開」 

 
（３）数値目標（令和６年度末時点） 

(利用事業者数)  ５事業者以上  (左のうち県外からの事業者）  ３事業者以上 
(利用者数)     延３５人/日  （左のうち県外からの利用者） 延２１人/日 (60％相当) 

（４）その他   施設運営を支援する「圏域コンソーシアム（仮称）」への参加、施設運営マネージャー
の配置、収支計画策定等 

（５）付記事項 本公募は国の「地方創生テレワーク交付金」が上記の補助率・補助上限額で交付決定
されることを前提に行うものであり、状況によっては変更することがある。 

 
 

２ ワークプレイス進出支援事業（進出支援奨励金）の運用 

整備後のとっとりワークプレイスに入居等した県外事業者を対象に進出支援奨励金
(1,000 千円(定額))を交付する。 

（１）交付対象事業者  とっとりワークプレイスに入居等した県外事業者のうち、とっとり先駆型ラボ
誘致・育成補助金の認定要件に該当する法人 

（２）返還規定の運用 ５年以内に退去した場合は返還対象となり得るが、事業者の責めによらない退去
等やむを得ないものについては原則として返還は求めない。（虚偽申請、利用実
態がない場合等は返還を求める。） 

 
 

３ ワークプレイス展開事業（県による企業誘致活動事業）の推進 

とっとりワークプレイスへの県外事業者の入居を促進するための誘致活動費。 
本事業により本県の企業誘致活動におけるウェブ、リモート活用を強化することとし、外部委

託により本県の企業誘致ウェブサイトを新規開設する方向で進める。 

・検索エンジン最適化対策の導入、スマートフォン最適化画面の構築 
・ＰＤＦファイルの使用最小化、副業・兼業サイトとの連携、中国語・韓国語専用サイトの構築 
・リモート対話が容易に行える機能の搭載 等 
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(株)タカショーのＩＣＴ研究開発拠点の開設について 
 

令 和 ３ 年 ３ 月 ２ 日 
立 地 戦 略 課 

 
和歌山県海南市に本社を置く、ガーデン・エクステリア資材大手の株式会社タカショーが、鳥取市若

葉台に新規事業の拠点を開設することが決定しました。 
ガーデンシミュレーションアプリ開発および庭空間パッケージ動画制作業務を本県に集約し、新たに

ＩＣＴ関連事業の研究開発拠点として「株式会社タカショー ＧＬＤ－ＬＡＢ．Ｓｏｆｔ－Ｆａｃｔｏ
ｒｙ 鳥取」を設置するものです。 
企業の地方分散が進む中、本県で新たな事業展開を図る事例であり、県としても同社の新拠点に対し

て支援を行う予定です。 
 

 
１ 企業概要 
（１）企 業 名  株式会社タカショー（東証一部上場） 
（２）本所所在地  和歌山県海南市南赤坂２０－１ 
（３）代 表 者  代表取締役 高岡 伸夫 
（４）事 業 内 容  ガーデニング資材等の開発・製造・販売 

ＣＡＤ、ＣＧ等ソフトウェア提供、処理業務 等 
※同社はガーデン・エクステリア関連製品の国内トップクラスの企業で、木目調や石目調などの天然

素材を再現したアルミ製人工木やアルミ複合板、また自然な風合いの人工竹垣などは、家庭用だけ
でなく旅館やリゾート施設等の非住宅分野にも使われています。海外市場の開拓にも力を入れ、ガ
ーデニング用品を中心にシェアを拡大しています。 

（５）資 本 金  １８億２，０８６万円 
（６）売 上 高  １７３億５，７００万円（令和２年１月期） 
（７）従 業 員 数  ４３８名（令和２年１月２０日時点） 
（８）主 な 拠 点 
【国内】本社（和歌山県海南市）、東京（営業本部）、名古屋、大阪、広島、九州 
【海外】中国（広州、上海、泉州）、韓国、ベトナム、オーストラリア、ドイツ 

（９）グループ企業 ガーデンクリエイト株式会社、株式会社タカショーデジテック 他 
 

 

２ 県内に開設する新拠点の概要 
（１）名 称  株式会社タカショー GLD－LAB．Soft－Factory 鳥取 
                  （ｼﾞｰｴﾙﾃﾞｨ-ﾗﾎﾞ.ｿﾌﾄ-ﾌｧｸﾄﾘｰ ﾄｯﾄﾘ） 
（２）住 所  鳥取市若葉台南一丁目５－５ 

（２階建ビルに入居、延床面積 628.89 ㎡） 
（３）事業内容  庭園空間デザインアプリの開発等 
（４）雇用計画  当初１０人 

（将来的には７０人（うち正規雇用２０人）規模を予定） 
（５）操業開始  令和３年４月１日（予定） 

 
 

３ 進出協定書締結式について 
新型コロナウイルスの感染防止の観点から現時点での進出協定書の締結式は実施しませんが、感染状

況を踏まえて、あらためて時期を調整して開催する予定です。 
 
 

４ 県の支援見込み 
とっとり先駆型ラボ誘致・育成補助金（研究開発拠点設置支援） 約５，０００千円 

・事業所改修費等 １５，０００千円 × １／３ ＝上限 ５，０００千円（最長３年間） 
 

【入居予定ビル（改修後イメージ）】      【開発予定のアプリ例】 
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＜副業兼業サミット案内ページ＞ 

ビジネス人材誘致事業の取組状況について 

令和３年３月２日 

県立鳥取ハローワーク 

 都市部のビジネス人材の県内誘致を進めるため、「ビジネス人材確保とっとりモデル推進事業」及

び「副業・兼業ビジネス関係人口づくり推進事業」の一環として、副業・兼業サミット２０２０、

鳥取で週１副社長などの人材誘致イベント等の取組を、プロフェッショナル人材戦略拠点との連携

事業として実施しました。 

 

１ 副業兼業サミット２０２０ 

県内での副業・兼業を都市部のビジネス人材にＰＲするセミナーをオンラインで開催しました。  

（１）日時 ９月１８日（金）１９：３０～２１：００ 

（２）内容 「鳥取紹介」「県内企業経営者等による副業兼業案件紹介」「副業兼業の秘訣トークセッ

ション」「副業兼業求人への応募方法説明」  ※参加者１０名に抽選で新甘泉をプレゼント 

（３）参加者の状況 

参加者は２５３人(昨年１２５人)であったが、事前申込者は５０２人あり、国内では４０都道

府県から応募があり、東京都在住者が１８４人(37％)で最多で、アラブ首長国(ドバイ)、ニュー

ヨークなど海外からの応募あり。大企業社員の応募は１４０人であった。 

（４）参加者の反応 

「鳥取、まずは早く行きたいですね！」 

「成功報酬で構わないのでトライしたい。」 

「無給でも良いので地域貢献したい。」  

「オールリモートの副業が可能な会社を知りたい。」 

２ 「鳥取県で週１副社長」（副業・兼業の募集） 

副業専用求人「スキルシフト」内に鳥取県専用の特設サイトを開設し、副業・兼業求人を掲

載し、募集しました。１，２３９人の応募があり、５７社８８人の副業が決定した。 （昨年度

１２社２３人） 

（１）副業・兼業者の状況 

東京圏在住者が大半。リモート活用により、海外（シン

ガポール、オランダ、イギリス）からの副業も決定。 

（２）副業・兼業求人の内容 

①業種：ＩＴ、コンサル、食品製造、旅館業など 

②内容：マーケティング、商品開発、経営・営業企画、      

販売促進、人事・人材開発など 

（３）求人企業の声 

「３～５万円で高度人材の意見を得ることが出来る。」 

「職員だけでは改善できない課題に着手できる。」 

「都市部の先端の情報が仕入れられる。」 

「オンラインで面接したが、具体的な対策方法をその場

で提案してくれる人も多い。」 

３ 大企業と連携した人材誘致 

  個別大企業と直接コンタクトを取り、副業人材の誘致を進めています。 

（１）ライオン（株） オンラインで鳥取での副業の説明会を開催。 

（２）（株）インフォメーション・ディベロプメント 米子市への本社機能一部移転に伴い県内での

副業を解禁、県立ＨＷでサポート。 

（３）（株）電通 電通アルムナイネットワーク（企業と退職者のＳＮＳ）に県内企業の副業兼業求

人を掲載するなど連携した取組を開始。 

４ とっとりビジネス人材・求人紹介サイト 

  移住就職先を紹介する「とっとりビジネス人材・求人紹介サイト」を運営するとともに、東京

２３区からの移住就職者に移住支援金を支給することで、東京に集中するビジネス人材の県内誘

致を促進しています。 

  ＜これまでの実績＞（令和３年２月末まで） 

   求人掲載数 ８３社１５２求人、東京２３区からの移住就職者数 ６世帯 

＜副業求人特集ページ求人の例＞ 

-18-


